
平成24年度（対23年度実績） 作 成 日事　務　事　業　評　価　表 年 月 日平成 24 5 28

部局名 健康福祉部 所属名 健康づくり課 所属長名 川上　真由美 電 話 483-4646

1．事務事業の位置付け・概要（ＰＬＡＮ）

コード 9162 事務事業名称 特定健康診査・特定保健指導事業 短縮コード 経常 臨時 9162

予算区分 会計 10
国民健康保険事業特別会
計

款 08 保健事業費 01 特定健康診査等事業費 目 01 特定健康診査等事業費

区 分
自治事務

その他

法定受託事務
根拠法令等

国民健康保険法第８２条，高齢者医療の確保に関する法律第２０条・第２４条

事業概要（事務事業を開始したきっかけを含めて記入）

加入保険者に対し健診と保健指導の義務付けをし，医療費増加の原因ともいえる生活習慣病の早期発見及び減少を目指し，健全な生活の支援と医療費削減を図る。

２．事務事業の目的・指標・実績（ＤＯ）

従来の周知方法のほかに，直接的な受診率向上の方策として，平成２４年９月に健診未受診者に対し，電話勧奨を実施予定。また，どーんと祭り
・リレーフォーライフ等での勧奨方法についても検討中。

特定健康診査の対象者は「４０歳以上の国保加入者」，特定保健指導対象者は特定健康診査の結果から抽出された「特定保健指導対象者（メタボ
リックシンドローム予備群及び該当者）」

４０歳以上の人に対し特定健康診査を行い，その結果から特定保健指導対象者に生活習慣病の改善を目的とした特定保健指導を実施した。また，
平成２１・２２年度の健診未受診者の中から受診率の低い若い年代を中心に，年齢階層別に無作為抽出による7,000人に対し，アンケート調査を
実施した。

メタボリックシンドローム予備群の早期発見により，被保険者の健全な生活の支援と医療費削減を図る。

入力対象外

対象
（誰を何を対象にし
ているのか）

手段
（具体的な事務事業
のやり方、手順、詳
細）

意図
（何を狙っているの
か）

ねらい（上位施策の
意図）

区  分

事務事業を取り巻く状況の変化　又、今後の変化の推測 ６本の柱（章）

大項目（節）

中　項　目

　小　項　目

細　項　目

実 施 計 画 の 
計 画 事 業

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

対象指標

活動指標

成果指標

上位成果指標

終身雇用制度が崩壊し，最終加入保険である国保加入者の増加・高齢化
が進む中，どの市町村国保も財政的に逼迫しており，皆保険制度も危機
に直面しているのが現状である。その反面，医療費削減の名のもとに平
成２０年度からの医療制度改革により，国から保険者に対しペナルティ
まで課されるこの事業を実施することとなった。受診率の向上は委託料
の増加となり財政を圧迫するものであり，さらに健診による成果が表れ
るのは５年以上の経過を要すると考えられるため，医療費削減の方策と
して最善とは思えない。後期高齢者医療との関連も考慮し，国レベルで
のこの事業における再検討は必須である。

総
合
計
画
の
施
策
体
系

計画事業の位置付けの有無 計 画 事 業 期 間 ～ 計 画 事 業 費

２２年度 ２３年度 ２４年度

実績 計画 実績 計画
単位

項

01

01

01

01

02

01

01

37,027 36,959 37,374 37,336

9,640 10,000 9,598 10,200

26.3 55 25.7 65

人

人

％

第１章健康福祉都市をめざして

第１節保健・医療

1．保健

 

(1)健康づくりの推進

(2)疾病対策の推進

①健康に関する知識の普及・啓発

①各種がん検診及び生活習慣病対策

４０歳以上の国保加入者

特定健診受診者数

受診率

※平成24年度に計画していること:

※平成23年度に実際に行ったこと:

千円



２２年度 ２３年度 ２４年度

実績 計画 実績 計画
単位

国

県

地方債

一般財源

その他

財源内訳

千円

千円

千円

千円

千円

主な事業費の内訳

千円

千円ト ー タ ル コ ス ト (A)＋(B)

人件費(B)

特定健康診査委託料
57613千円

特定健康診査委託料
58317千円

特定健康診査委託料
58461千円

特定健康診査委託料
56778千円

事
業
費

評価
類型

３．事務事業の評価(ＳＥＥ)

評価事項 評価区分 理　　　　　由

結び付いている

結び付くが見直しの余地がある

結びつきが弱い・ない

評価対象外事項

達成している

達成していない

評価対象外事項

可能性はある

可能性はない

評価対象外事項

現状のままでよい

見直す必要がある

評価対象外事項

有効性向上の可能性がある

効率性向上の可能性がある

両方可能性がある

可能性がない

民間委託等

再任用職員及び臨時的任用職員等
の活用

ＩＴ化等の業務プロセスの見直し

受益者負担の見直し

類似事業との統合・役割見直し

上記以外の方法

ある

ない

類似
事務
事業
名称

１

２

①事業目的が上位の施策に結びつ
いているか？

②すでに所期目的を達成している
か？

※「達成している」を選んだ場合、⑥
に進んでください。

③民営化で目的を達成できるか？

※民営化・・・事務事業の全部又は一
部の実施主体を全面的に民間事業者等
に移行すること。

（民間委託は、権限に属する事務事業
等を委託することで、民営化とは異な
る。）

④「対象」・「意図」の設定は現
状のままで良いか？

⑤今後、有効性や効率性を向上さ
せる可能性はあるか？
　可能性がある場合は、⑤－２，
３を記入する。
　可能性がない場合は、理由を記
入する。

⑤－２

　有効性や効率性を向上さ
せる手段は何か？
　該当する手段を選択し、
具体的な方法と得られる効
果を記入する。手段が｢類似
事業との統合・役割見直し｣
である場合は、該当する類
似事業を記入する。

⑤－３
　推進にあたっての課題はあ
るか？(一時的な経費増・市
民の理解等）

(A)

実施主体

実施主体

(所管部署)

(所管部署)

コード 事務事業名称 所属名

目
的
妥
当
性

有
効
性
・
効
率
性

14,719 14,236 12,766

14,719 14,236 12,766

78,533 57,968 50,244 55,918

コード 事務事業名称 特定健康診査・特定保健指導事業 所属名 健康づくり課

1,750.7 1,720.8 1,603.3 1,720.8

80,283.7 89,126.8 80,319.3 83,170.8

事業区分「法定受託事務」のため評価対象外

事業区分「法定受託事務」のため評価対象外

事業区分「法定受託事務」のため評価対象外

事業区分「法定受託事務」のため評価対象外

健診においては，国保年金課と連携し広報・ホームページ等で必要性等の周知徹底を図るとと
もに，未受診者へ直接的アプローチである電話勧奨等により受診率の向上を目指す。保健指導
においても講座等との連携により実施率アップを目指し，結果として医療費の削減を図りたい
。

生活習慣病に着目した特定健康診査の受診率向上だけでは医療費の削減は困難であり，レセプ
ト等による医療費分析を行い，八千代市の特徴・現状を把握することが急務とされる。そのた
めには，マンパワー及び健診費用の増加を見据えた予算確保が必須である。

9162



改革・改善して継続

手法プロセスの改革・改善

事業規模の拡大・縮小

統合・役割見直し

その他

廃止・休止

事業完了

現状のまま継続

改革改善して継続

手法プロセスの改革・改善

事業規模の拡大・縮小

統合・役割見直し

その他

廃止・休止

事業完了

現状のまま継続

⑥この事務事業の今後の方向性を選
択し、その詳細について右欄に記入
する。

⑦この事務事業の今後の経費・成果
の方向性について選択し、右欄に理
由を記載する。

今
後
の
方
向
性

この事務事業に対する市民や議会の意見（担当者が把握している意見）
※内部サービス業務の場合は、住民ではなく、サービス利用者、関連部門の意見や実態など

所
属
長
コ
メ
ン
ト

評
価
調
整
委
員
会
評
価

向　上

不　変

低　下

削　減 不　変 増　加

成
　
果

経　　費

コード 事務事業名称 所属名コード 9162 事務事業名称 特定健康診査・特定保健指導事業 所属名 健康づくり課

従来の勧奨方法である受診券等の個別送付，広報やちよ等への掲載等に加え，有効と思われ
る直接的なアプローチとして，電話勧奨等を今年度より継続的に実施し，受診率の向上を図
る。

受診率向上に向けて電話勧奨をする場合，働く世代については時間外での対
応が予想されること，受診率が向上した場合必然的に健診費用が増加するな
ど，事業実施においてコストの増加は避けられない。

法改正により変更された事業だが，受診者の立場からすると，加入保険で健診の実施主体が異なること，また，メタボリックシンドロームに着目した健康診査となったこ
とで，平成１９年度までの検査項目（クレアチニン検査）が削除されたことなどから，サービスの低下と受け止める人もいる。なお，平成２３年度実施したアンケート調
査において，制度を知らなかったとの回答もあるため，有効な周知方法についての検討が急務である。

平成23年度に実施した特定健康診査未受診者に対するアンケートから，受診率が低い40～50歳代は，「忙しくて時間が取れない」「面倒くさい」が未受診理由の上位
であった。特定健康診査の受診率向上及び特定保健指導の利用率向上に向け，特定健診・特定保健指導を周知徹底し，併せて電話による受診勧奨を実施する。事業実
施にあたっては特定健康診査・特定保健指導の実施義務を負う医療保険者である国保年金課と連携を図る。

国保年金課と連携し，課題解決に努め，未受診者に対する電話勧奨等の強化を図り，受診率の向上に努めること。


